
令和２年度　第三次富士市情報化計画実施状況一覧表

上期 下期

1 1-1-1

マイナンバー
カードを活用し
たサービスの
拡充

重点
事業

情報政策課
マイナンバーカードを活用した行政サービ
スを拡充することによりカードの普及を促
進する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

国や自治体の事例調査
を行った。マイナポイント
事業におけるマイナポイ
ント申込支援を行った。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

2 1-1-2
子育てワンス
トップサービス
の提供

重点
事業

こども未来
課、こども
家庭課、保
育幼稚園課

現在、国が検討している個人番号カードを
用いたオンラインで一括して手続きが行え
る「子育てワンストップサービス（仮称）」の
うち、「子育て支援」に関する事業

実施中
運用・
実施

運用・
実施

児童手当新規認定請求
ほか4業務について運用
した。

B
現状維持
の方向

変更なし

3 1-1-3
電子申請シス
テムの拡大

推進
事業

情報政策課

インターネットを利用した申請や手続のオ
ンラインシステムをより一層充実させ、市民
がいつでも、身近に、簡単に利用できる
サービスの提供を進める。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

窓口混雑解消のための
マイナンバーカードの受
取予約フォーム等新たな
活用を促進した。

B
現状維持
の方向

変更なし

4 1-1-4
電子申告シス
テムの拡大

推進
事業

市民税課

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）によるインターネット
を利用した電子申告・申請サービスを拡大
する。平成31年度下期に次期契約に向け
ての準備を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ｅＬＴＡＸ（エルタックス）に
よるインターネットを利用
した電子申告・申請サー
ビスを拡大する。

B
現状維持
の方向

変更なし

5 1-1-5

コンビニ交付
による証明書
交付サービス
の提供

推進
事業

市民課、収
納課

住基カードに代わり交付されるマイナン
バーカードを利用したコンビニ交付システ
ムを導入し、コンビニにおける住民票の写
し、印鑑登録証明書、戸籍全部（個人）事
項証明書、税証明書などの交付サービス
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

コンビニ交付サービスに
よる
　発行件数　20,000件
（見込）
　発行通数　23,000件
（見込）

A
現状維持
の方向

変更なし

6 1-1-6
公共施設案
内・予約システ
ムの活用

継続
事業

情報政策課

本市が所有する施設（47施設）の利用（予
約）状況をインターネットに公開し、いつで
もどこからでも予約状況が確認でき、一部
施設においては予約申請を行うことができ
るサービスを提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

インターネット予約申請
受付施設の周知を行い、
インターネット予約の割
合を向上させる。継続運
用を行う。一部施設で予
約受付開始。

B
現状維持
の方向

変更なし

7 1-1-7
電子入札シス
テムの活用

継続
事業

契約検査課
建設工事（設計金額１３０万円以上）及び
建設関連業務委託（設計金額５０万円以
上）について、電子入札により執行する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

建設工事（設計金額１３０
万円以上）及び建設関連
業務委託（設計金額５０
万円以上）について、電
子入札による執行を継続
した。

C
現状維持
の方向

変更なし

8 1-1-8
市民通報シス
テムの活用

推進
事業

情報政策課

市民がスマートフォン等を活用して、道路
の傷みや公園遊具の破損などを写真で撮
影し、位置情報付きのレポートを送信。
これを市が受け付けて、WEBサイト 上で市
民と共有することにより、市民生活に身近
な地域課題を迅速に行政が把握し、情報を
可視化・共有化するという、市民の協働・参
画を活かした新たな行政サービス。

実施中
導入
準備

運用・
実施

11月より運用開始し、支
障なく実施しているが、
件数がさほど多くないこ
とが今後の課題である。

B
現状維持
の方向

変更なし

9 1-1-9
ごみ分別アプ
リ「さんあ～
る」

推進
事業

廃棄物対策
課

スマートフォン用アプリ「さんあ～る」を通し
て、富士市のごみに関する情報を発信す
る。
アプリの機能：ごみ出し日の通知、ごみの
分別一覧表、ごみの分け方便利帳、お知ら
せ機能など
アプリ運営：（株）ディライトシステム

実施中
導入
準備

運用・
実施

上半期：ごみ分別アプリ
「さんあ～る」の導入準備
下半期：１０月から日本
語版導入
年度末までに外国語版
導入

B
現状維持
の方向

変更なし

10 1-1-10
キャッシュレス
収納

重点
事業

財政部収納
課

市税の納付は、金融機関窓口、口座振替、
コンビニ納付に限られるが、クレジットカー
ド納付などのキャッシュレス収納を追加し、
納付チャネルを拡大する。

実施中
導入
準備

導入
準備

コンビニ等収納代行業務
委託契約を締結。スマホ
アプリによる納付及び
データ伝送テスト実施。

B
現状維持
の方向

変更なし

11 1-1-11

マイナンバー
カードの健康
保険証対応
（国民健康保
険）

重点
事業

国保年金課

国民健康保険における被保険者に対し、マ
イナンバーカードを保険証として利用する
ために必要な手続き（初回登録）の支援を
行う。

実施中
導入
準備

運用・
実施

希望者に対し窓口にて初
回登録の説明から登録
完了までの支援を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

12 1-1-12

マイナンバー
カードの健康
保険証対応
（後期高齢者
医療）

重点
事業

国保年金課
マイナンバーカードを後期高齢者医療被保
険者証として利用することができるようにす
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

手続き件数：２件 B
現状維持
の方向

変更なし

事業概要№
事業
番号

事業名
事業
分類

所管部署
今後の
事業分類

実施
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13 1-1-13
公共施設予約
システムの拡
充事業

推進
事業

まちづくり課
まちづくりセンターの施設予約を、オンライ
ンで行えるように公共施設予約システムの
使用範囲の拡充を図る。

実施中
調査・
検討

運用・
実施

２月からすべてのまちづ
くりセンターで、公共施設
予約システムを用いての
オンライン予約を開始し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

14 1-1-14
口座振替登録
のオンライン
申請

重点
事業

財政部収納
課

市税等の口座振替登録申請をWebサイト
上で行うことができるシステムの構築

実施中
調査・
検討

調査・
検討

仕様の確認
費用対効果の検証 B

現状維持
の方向

変更なし

15 1-2-1
ワンストップ総
合窓口システ
ムの運用

継続
事業

市民課

運用中のワンストップ総合窓口システム
を、関係法令改正などにより必要に応じて
改修を行い継続して運用していく。連携す
る部署の事務の制度改正などにも対応し
ていく。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

関連法令改正による総
合窓口ｼｽﾃﾑ改修、ｼｽﾃ
ﾑの維持管理、及びﾏｲﾅ
ﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞを利用したｺﾝﾋﾞ
ﾆ交付業務

A
現状維持
の方向

変更なし

16 1-2-2 おくやみ窓口
重点
事業

市民課
死亡後の手続について、申請書類の一括
作成や手続のワンストップ化を行い市民
サービスの向上を図る。

実施中
導入
準備

運用・
実施

下期（令和２年１０月）か
らおくやみ窓口を導入

B
現状維持
の方向

重点事業
⇒継続事
業

17 1-2-3
発券機システ
ム

重点
事業

市民課

新型コロナウイルス感染症対策として、市
民課待合ロビーの混雑を回避するため、混
雑状況をウェブで確認できる機能や個人携
帯にメール等で順番を知らせる呼び出し機
能を装備した新発券機システムへ更新す
る。

実施中
調査・
検討

運用・
実施

発券機システムの導入 A
現状維持
の方向

変更なし

18 2-1-1

ICTを活用した
新しいワーク
スタイルの研
究

重点
事業

情報政策課
ICT最新技術を研究し、他市運用の事例も
参考に業務運用についての調査研究を進
める。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

庁内のウェブ会議環境整
備のため、ネットワーク
や端末等を整備した。

A
現状維持
の方向

変更なし

19 2-1-2
情報化推進体
制の強化

重点
事業

情報政策課
ＣＩＯの下、組織体制の一元化を図り、情報
化推進体制を強化する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

情報化推進本部会議を
年３回実施するとともに、
情報政策アドバイザーを
委嘱し、年４回アドバイ
ザー会議を実施した。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

20 2-1-3
共同電算シス
テムの運用

推進
事業

情報政策課

市民サービス、行政事務、安全・安心のレ
ベルアップを目指し、富士宮市と共同で導
入した基幹系及び内部情報系情報システ
ムの管理運用を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

富士市・富士宮市共同電
算化事業実施計画に基
づきシステム運用

B
現状維持
の方向

変更なし

21 2-1-4
共同電算化の
推進

推進
事業

情報政策課

オープン系システムなどの導入により、情
報システムの最適化に取り組む。その手法
として富士宮市との共同電算化を推進す
る。また、現在の契約期間終了後の次期シ
ステムの形態について検討をしていく。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

次期システム検討におけ
る近隣自治体への参加
意向調査を実施、国の標
準化・共通化への対応検
討

B
拡大・拡
充の方向

推進事業
⇒重点事
業

22 2-1-5

国保保険者標
準事務処理シ
ステム連携事
業

継続
事業

国保年金課

国保保険者標準事務処理システムを構築
して、静岡県と国保連合会と市が連携し
て、法令に基づく事務処理を行う。システム
の統一化により、静岡県の定める国保運
営方針に基づく統一された運営を可能にす
る。平成29年度はシステムの本稼働前に
一部利用を開始する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

国保情報集約システム
の運用について円滑に
遂行している。

B
現状維持
の方向

変更なし

23 2-1-6

ICTを活用した
中央病院診療
情報システム
の管理運用

継続
事業

医事課

電子カルテやその通信ネットワークなど、
中央病院における診療情報システム安定
運用のための管理運用を行う。併せてセ
キュリティ対策も実施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

電子カルテシステムの運
用管理及び保守を行う

B
現状維持
の方向

変更なし

24 2-1-7
情報提供ネッ
トワークシステ
ムの運用

継続
事業

情報政策課
マイナンバーと関連付けられた特定個人情
報を関係機関の間でやり取りするためのシ
ステム

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用を行った。 C
現状維持
の方向

変更なし

25 2-1-8
全庁型ＧＩＳの
運用

継続
事業

情報政策課
各部署が保有するデジタル地図データを、
全庁で閲覧可能なシステムを維持する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

LGWAN-ASP環境にて安
定稼動

A
現状維持
の方向

変更なし

26 2-1-9
庁内ヘルプデ
スクの運用

継続
事業

情報政策課

共同電算事業の中でヘルプデスクを配置
して、職員からの各種問い合わせの受付、
一時対応を行う。また、作業申請、作業依
頼および障害報告などの受付、進捗管理
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

業務運用を継続 B
現状維持
の方向

変更なし
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27 2-1-10
庁内ネット
ワークの運用

継続
事業

情報政策課
庁内に敷設された情報通信ネットワークを
適切に運用管理するとともに、新ネットワー
クの導入を検討する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用管理及び定期監視
による障害検知
新環境クリーンセンター
ネットワーク配線作業、
ウェブ会議用ネットワー
ク配線作業

B
現状維持
の方向

変更なし

28 2-1-11
口座伝送シス
テムの運用
（会計室）

継続
事業

会計室
税・料の口座振替・口座振込のデータ伝送
サービスシステムを運用する。（振込:H24
年4月稼動、振替:H25年3月稼動）

実施中
運用・
実施

運用・
実施

税・料の口座振替・口座
振込のデータ伝送サービ
スシステムを運用する。

B
現状維持
の方向

変更なし

29 2-1-12

指定金融機関
日計・移替シ
ステム及び
OCRシステム
の運用

継続
事業

会計室
指定金融機関日計・移替システム及び
OCRシステムを運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

指定金融機関日計・移替
システム及びOCRシステ
ムを運用する。

A
現状維持
の方向

変更なし

30 2-1-13
公営住宅管理
システムの運
用

継続
事業

住宅政策課
公営住宅管理システムを使用し、市営住宅
の入居者管理、収納管理及び家賃算定な
どを行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現システムの継続運用 B
現状維持
の方向

変更なし

31 2-1-14

富士市公共建
築物保全シス
テムの運用(市
営住宅)

継続
事業

住宅政策課

公営住宅ストック総合改善事業に資する、
公営住宅などに関する情報をデータベース
（台帳整備）により、市営住宅の維持保全
のツールの一部とする

実施中
運用・
実施

運用・
実施

保守管理 B
現状維持
の方向

変更なし

32 2-1-15
例規総合管理
システムの運
用

継続
事業

総務課

本市の例規をシステムにより管理運用する
ことにより、システム上での例規改正など
業務効率の向上を図るとともに最新の情報
提供を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

各種の法務情報のほ
か、国の法令改廃情報を
各所属に提供した。シス
テムの例規データを更新
した。

A
現状維持
の方向

変更なし

33 2-1-16
文書管理シス
テムの運用

継続
事業

総務課
文書管理システムを更新することにより、
更なる事務効率の向上を目指すとともに、
適切な情報提供を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新システム運用 B
現状維持
の方向

変更なし

34 2-1-17
改製原住民票
発行システム
の運用

継続
事業

市民課

MISALIO移行前の汎用機（ACOS）の住民
票データを改製原住民票発行システムで
一元管理することにより、改製原住民票の
発行を円滑に実施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

改製原住民票の適正な
発行・管理を行った。
発行：1件
誤交付、トラブル等：0件

B
現状維持
の方向

変更なし

35 2-1-18
法務省連携シ
ステムの運用

継続
事業

市民課

平成24年7月の入管法の改正に伴い、外
国人住民の在留資格などを適正に管理す
るために法務省と自治体の間で外国人住
民に係る住居地などの情報連携を貸与さ
れた端末によりＬＧＷＡＮを通じて行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

法務省と連携して、同シ
ステムによる外国人住民
の在留資格の適正な管
理を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

36 2-1-19

マイナンバー
カード交付関
連システムの
運用

継続
事業

市民課

マイナンバーカード交付時に利用する顔認
証システムと、マイナンバーカードと通知
カードの裏書システムにより、円滑なマイナ
ンバーカード交付事務を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

令和２年度は25,000枚を
交付見込み。交付数の
増加に対応するため、窓
口を２台増設した。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

37 2-1-20
戸籍総合シス
テムの運用

継続
事業

市民課

戸籍の電子化により、平成13年2月17日か
ら戸籍総合システムを導入し、現在戸籍、
改製原戸籍、除籍、戸籍の附票などの戸
籍簿に係る適正な管理を行う。また、相続
税法第５８条の通知及び人口動態調査も
同システムにより運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

同システムによる戸籍
データの適正な運用管
理、システムのリース等
維持管理・法改正による
改修

C
現状維持
の方向

変更なし

38 2-1-21

軽自動車関係
税申告データ
エントリーシス
テムの運用

継続
事業

市民税課

静岡地方税滞納整理機構において作成さ
れる軽自動車税申告書データの閲覧、加
工などを行い、課税システムに反映させ
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム運用を行う。 A
現状維持
の方向

変更なし

39 2-1-22
固定資産税シ
ステムの運用

継続
事業

資産税課
共同電算化事業に伴い、固定資産評価管
理システム兼固定資産評価計算システム・
マルコポーロの導入及び維持管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし

40 2-1-23
固定資産管理
システムの運
用

継続
事業

資産税課

固定資産税基礎資料にかかる標準宅地・
路線価などの図面を管理するため、固定
資産管理システム「PasCAL（パスカル）」の
維持・管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用 A
現状維持
の方向

変更なし
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41 2-1-24
家屋評価計算
システムの運
用

継続
事業

資産税課

家屋の固定資産税算定に係る評価計算を
システムに家屋の間取り図や仕上げを入
力することによって自動計算することによ
り、評価計算の正確性を追及する。また、
間取り図や計算書を電子保存することによ
り省スペース化を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用・実施。 B
現状維持
の方向

変更なし

42 2-1-25
公会計システ
ムの運用

継続
事業

財政課

財務会計システムの更新にあわせて、現
在別システムで起動している公会計システ
ムを一元化し、更なる事務効率の向上を図
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現行システムを運用
新財務会計システムから
のデータ抽出等による効
率化を行う。

C
現状維持
の方向

変更なし

43 2-1-26
財務会計シス
テムの運用

継続
事業

財政課

事務の効率化、意思決定の迅速化、適切
な予算の編成、執行を行うための基盤シス
テムを構築・運用するとともに、文書管理な
どの関連業務と連携したシステムを選定
し、安定的・効率的なシステムへの更新を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新システム運用 B
現状維持
の方向

変更なし

44 2-1-27
起債管理シス
テムの運用

継続
事業

財政課

財務会計システムの更新にあわせて、現
在、別システムで起動している起債管理シ
ステムを一元化し、更なる事務効率の向上
を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現行の起債管理システ
ムを運用

C
現状維持
の方向

変更なし

45 2-1-28
電話催告シス
テムの運用

継続
事業

収納課
ふじし納税お知らせセンター（電話催告セ
ンター）で使用している電話催告システム
が不具合なく機能するよう運用を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

賃貸借契約に基づく維持
管理(10月1日より再リー
ス）

A
現状維持
の方向

変更なし

46 2-1-29
徴収支援シス
テムの運用

継続
事業

収納課 徴収支援システムの運用を行う 実施中
運用・
実施

運用・
実施

共同電算化事業の一部
として情報政策課が契約
しているため、契約行為・
予算執行は無いが、通
常業務の中での運用に
支障が無いよう維持管理
に努める。

A
現状維持
の方向

変更なし

47 2-1-30
建築確認申請
支援システム
の運用

継続
事業

建築指導課 建築確認申請などに係る台帳システム 実施中
運用・
実施

運用・
実施

・確認、許可などについ
て、市で処分した物件に
ついては入力作業、民間
の確認審査機関が処分
した物件については配信
を受けた。

B
現状維持
の方向

変更なし

48 2-1-31
道路河川占用
管理システム
の運用

継続
事業

建設総務課

道路及び河川の維持管理業務において、
年間約3,000件の道路占用、河川占用許可
事務を行なっているが、そのデータを管理
するシステムを構築する。
システム構築は富士宮市との共同電算化
を図るものとする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用管理 B
現状維持
の方向

変更なし

49 2-1-32
財産区管理シ
ステムの運用

継続
事業

林政課
内山、須津山、旧四区、旧富士川町の山林
貸付地の契約情報を財産区システムとして
管理運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

適切に運用した B
現状維持
の方向

変更なし

50 2-1-33
看護学校学生
情報管理シス
テムの運用

継続
事業

看護専門学
校

学内管理情報ソフトを使用した学生情報管
理

実施中
運用・
実施

運用・
実施

在籍学生情報、入試情
報等管理

C
現状維持
の方向

変更なし

51 2-1-34
ふじやま学園
利用者管理シ
ステムの運用

継続
事業

障害福祉課
（ふじやま
学園）

（1）入所児情報作成業務
（２）在宅児情報作成業務
（３）学園日誌・寮日誌及び打合わせノート
作成業務
（４）入所児童統計情報の作成業務

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現行システムを継続運
用。

A
現状維持
の方向

変更なし

52 2-1-35
敬老会通知シ
ステムの運用

継続
事業

福祉総務課

委託契約を締結し敬老会を企画、実施して
いただいている地区及び施設の運営に対
し、７７歳以上の敬老会対象者リスト及び
案内状の提供を行っている。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・実施・改修 B
縮小・縮
減の方向

変更なし

53 2-1-36

農地中間管理
事業地図作成
システムの運
用

継続
事業

農政課
農地や土地改良施設などの地図情報管
理。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

富士東部土地改良区及
び浮島土地改良区の基
盤整備事業に必要な地
図を作成・出力した。

B
現状維持
の方向

変更なし

54 2-1-37
農地中間管理
事業管理シス
テムの運用

継続
事業

農政課 農地中間管理事業に関するデータ管理 実施中
運用・
実施

運用・
実施

農地の賃貸情報管理や
公社へ書類を提出する
際に使用した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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55 2-1-38
確認野帳シス
テムの運用

継続
事業

農政課
確認野帳の基礎資料となる水田台帳の
データ管理

実施中
運用・
実施

運用・
実施

NOSAIと協力し台帳整
備・配布を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

56 2-1-39
農用地管理シ
ステムの運用

継続
事業

農政課

本市における、農業振興に関する農用地
利用計画、農業振興地域整備計画の策定
業務及び農用地管理システムの保守管理
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用及び定
期変更への対応。

B
現状維持
の方向

変更なし

57 2-1-40

農地台帳管理
システム及び
農地地図情報
システムの運
用

継続
事業

農業委員会
事務局

農地法第52条の2により、農業委員会は所
掌事務を的確に行うために農地台帳を作
成するものとされ、その正確な記録を確保
するよう努めるものとされている。農地台帳
に記録する農地などの情報の随時把握及
び的確な補整が必要であることから、農地
台帳の管理システムを運用する。また、台
帳管理システムと連動して、農地の面的把
握と地図との一元管理による事務の円滑
化及び効率的な農地管理を可能とする地
図情報システムを運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現状フェーズ２システム
は、運用に耐えるシステ
ムではなく、本システム
のみで運用。

A
現状維持
の方向

変更なし

58 2-1-41
選挙管理シス
テムの運用

継続
事業

選挙管理委
員会事務局

選挙管理システムを更新し、効率的かつ適
正な事務の管理執行に努める。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

衆議院補欠選挙で運用
した。

B
現状維持
の方向

変更なし

59 2-1-42
インターネット
公売の活用

継続
事業

収納課特別
債権回収室

差し押えた動産及び不動産をインターネッ
トオークションシステムで公売する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

年間8回のうち7回ネット
公売に参加した。概ね落
札され、不動産について
も、4件落札があった。

B
現状維持
の方向

変更なし

60 2-1-43
下水道受益者
負担金システ
ムの運用

継続
事業

上下水道営
業課

下水道事業受益者負担金及び分担金の賦
課収納管理システムの運用維持

実施中
運用・
実施

運用・
実施

維持・管理 B
現状維持
の方向

変更なし

61 2-1-44
下水道総合管
理システムの
運用

継続
事業

上下水道営
業課

管渠、排水設備、受益地などのデータ更
新・システム保守・システム改良を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

維持・管理
更新に向けて、契約内容
の調整・予算措置を行っ
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

62 2-1-45
OCRシステム
の運用（上下
水道）

継続
事業

上下水道営
業課

OCRシステムを運用する。 実施中
運用・
実施

運用・
実施

上下水道料金及び下水
道受益者負担金等に関
しＯＣＲシステムを運用し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

63 2-1-46
口座伝送シス
テムの運用
（上下水道）

継続
事業

上下水道営
業課、上下
水道経営課

上下水道料金の口座振替・口座振込の
データ伝送サービスシステムを運用する。
（振込:H26年稼動、振替:H28年11月稼動予
定）

実施中
運用・
実施

運用・
実施

上下水道事業に係る料
金の口座振替および支
払経費の口座振込のた
めの伝送システムとして
運用した。

C
現状維持
の方向

変更なし

64 2-1-47
下水道公営企
業会計システ
ムの運用

継続
事業

上下水道経
営課

伝票類を管理し、財務諸表の作成を行う会
計基本システム、企業債償還情報の管理
などを行う企業債システム、予算編成を行
うための予算編成システムを備えた公営企
業会計システムを継続運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

会計システムを継続運用
し、財務諸表の作成を通
じ、経営成績及び財政状
況の把握を行った。伝票
類・企業債償還情報・予
算編成などの機能が、適
正に起動するように検
査・確認を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

65 2-1-48
下水道固定資
産管理システ
ムの運用

継続
事業

上下水道経
営課

工事及び資産の取得情報などの入力管
理、除却資産の特定、減価償却費の計算
を行う固定資産管理システムを継続運用
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

固定資産管理システムを
継続運用し、財務諸表の
作成を通じ、経営成績及
び財政状況の把握を
行った。減価償却費の計
算などの機能が、適正に
起動するように検査・確
認を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

66 2-1-49
水道公営企業
会計システム
の運用

継続
事業

上下水道経
営課

伝票類を管理し、財務諸表の作成を行う会
計基本システム、貯蔵品の管理を行う貯蔵
品システム、予算編成を行うための予算編
成システム、企業債償還情報の管理等を
行う企業債システム、固定資産の管理を行
う固定資産システムなどを備えた公営企業
会計システムを継続運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

会計システムを継続運用
し、財務諸表の作成を通
じ、経営成績及び財政状
況の把握を行った。伝票
類・企業債償還情報・予
算編成等の機能が、適
正に起動するように検
査・確認を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし
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67 2-1-50
終末処理場遠
方監視システ
ムの運用

継続
事業

下水道施設
維持課

システムを用いて、遠方から終末処理場の
状態確認を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・維持管理、サー
バー未更新

B
現状維持
の方向

変更なし

68 2-1-51
終末処理場設
備台帳システ
ムの運用

継続
事業

下水道施設
維持課

終末処理場にある資産(設備)を、システム
を用いてデータの蓄積、簡易的に検索・閲
覧・修正を行えるようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・維持管理 B
現状維持
の方向

変更なし

69 2-1-52
管路情報管理
システムの運
用

継続
事業

水道工務課
本市の水道施設データを登録を行い、水
道施設データを検索・閲覧できるシステム
の構築事業

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新規・更新データ登録、
システム保守管理

A
現状維持
の方向

変更なし

70 2-1-53
人事給与シス
テムの運用

継続
事業

人事課
富士市・富士宮市共同電算化事業により
導入したシステムを利用し、人事管理、給
与計算を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

①マニュアル整備を進め
た
②ＳＩ業者の継続支援を
受けた
③職員のシステム操作
の熟練度合いが向上し
た

B
現状維持
の方向

変更なし

71 2-1-54

富士市公共建
築物保全管理
システムの運
用

継続
事業

資産経営課
本市が所有・管理する公共建築物に関す
る情報の一元管理、情報共有を図り、保全
工事の実施時期及び経費の推計を示す。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

データの更新、保全に係
る経費の推計、施設カル
テの作成等

A
現状維持
の方向

変更なし

72 2-1-55
土木積算シス
テムの運用

継続
事業

道路整備課
土木工事の設計価格を算出するための、
土木工事積算システムを導入する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム及びデータの更
新

B
現状維持
の方向

変更なし

73 2-1-56
公園台帳管理
システムの運
用

継続
事業

みどりの課 公園台帳に関するデータ管理。 実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム運用。 B
現状維持
の方向

変更なし

74 2-1-57
国保連連携シ
ステムの運用
（介護保険）

継続
事業

介護保険課

市は要介護認定などの被保険者情報を管
理する。
毎月、被保険者情報を介護保険給付の審
査支払を委託している静岡県国民健康保
険団体連合会（国保連）に送付し、介護
サービス事業者から提出があった請求情
報と突合審査を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

国保連合会と被保険者
情報を交換することで、
介護サービス事業者から
の請求情報の突合審査
を円滑に実施することが
できた。

B
現状維持
の方向

変更なし

75 2-1-58

国保連連携シ
ステムの運用
（障害者総合
支援）

継続
事業

障害福祉課

市は障害者などに対する自立支援給付費
支給決定情報を管理する。
毎月、自立支援給付費支給決定情報を自
立支援給付の審査支払を委託している静
岡県国民健康保険団体連合会（国保連）に
送付し、障害福祉サービス事業者からの請
求情報と突合審査を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

国保連連携システムを利
用して自立支援給付費
支給業務を実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

76 2-1-59

国保連連携シ
ステムの運用
（国民健康保
険）

継続
事業

国保年金課

市は国民健康保険の被保険者情報を管理
して、毎月、被保険者の情報を保険給付の
審査支払を委託している静岡県国民健康
保険団体連合会（国保連）に送付して、医
療機関から提出のあった請求情報と突合
審査を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用について
円滑に遂行している。

B
現状維持
の方向

変更なし

77 2-1-60

静岡県後期高
齢者医療広域
連合電算処理
システムの運
用

継続
事業

国保年金課 後期高齢者医療事業における電算処理 実施中
運用・
実施

運用・
実施

特別な問題もなく、順調
に
実施できている。

B
現状維持
の方向

変更なし

78 2-1-61
森林墓園管理
システムの運
用

継続
事業

環境総務課
墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律
第48号）第15条の規定による関係帳簿の
備え

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現状維持 B
現状維持
の方向

変更なし

79 2-1-62
環境基本計画
システムの運
用

継続
事業

環境総務課

「富士市環境基本条例」に基づき策定され
た環境行政の最上位計画である「第二次
富士市環境基本計画」の進行管理。また、
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に
基づき策定された「富士市地球温暖化対策
実行計画（事務事業編第二期計画）」の進
行管理も併せて行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用 C
現状維持
の方向

変更なし

80 2-1-63
営繕積算シス
テムの運用

継続
事業

施設保全課

公共建築物の整備にかかる設計書の作成
において、設計支援システムとなる「営繕
積算システムRIBC｣を用いることにより、工
事における適正な事業費の算出をし、効率
的な事業執行を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

｢営繕積算システム
RIBC｣の運用、各担当用
の2ライセンスを取得

A
現状維持
の方向

変更なし
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81 2-1-64
AI・IoTの行政
サービスへの
活用

重点
事業

情報政策課

情報通信技術の進展により、様々な物をイ
ンターネットにつなぐIoTの仕組みや、人工
知能（AI）の実用性が高まりつつあり、今後
は幅広い分野で活用される可能性がある。
本市においても、AI ・IoTの行政サービスへ
の活用について、国の動向を注視し、他自
治体や民間事業者から情報収集を行い、
新たな技術を業務に取り入れていくための
調査・研究を行う。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

次年度の県の事業調査
について、担当課に
チャットボットや音声認識
技術について確認し、回
答した。ＡＩ入所マッチン
グ事業の詳細をヒアリン
グした。

B
現状維持
の方向

変更なし

82 2-1-65
水道施設監視
システムの運
用

継続
事業

水道維持課
遠方監視制御システムを用いて、水道施
設の運転状態を上水道管理センターにお
いて集中監視する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・維持管理 B
現状維持
の方向

変更なし

83 2-1-66 ＲＰＡの利活用
推進
事業

情報政策課
RPAツールの導入、各業務用のロボットの
作成と保守、操作研修の実施。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

RPAツールの導入、各業
務用のロボットの作成と
保守、操作研修の実施。

A
現状維持
の方向

変更なし

84 2-1-67
会議録作成支
援システムの
導入

推進
事業

行政経営課
会議録作成支援システムを導入すること
で、会議録作成に係る業務の効率化を進
める。

中止 その他
未実
施

中止
導入を延期し、必要性を
含めて再検討することと
した。

D
終了（継
続しない）

変更なし

85 2-1-68 テレワーク
重点
事業

人事課
テレワーク機器や勤務条件等、テレワーク
を可能とする環境を整備し、職員の新しい
ワークスタイルを導入する。

実施中
導入
準備

導入
準備

テレワーク機器の整備、
テレワークの試行実施及
び課題整理、有識者との
意見交換

B
現状維持
の方向

変更なし

86 2-1-69
保育所等入所
AIマッチング

重点
事業

保育幼稚園
課

保育施設（保育園・認定こども園・小規模保
育事業所等）の入所選考については公私
立ともに保育幼稚園課で行っているが、入
所希望者や要支援世帯の増加などにより
入所選考作業時間は増加傾向にある。
増加傾向にある入所選考に係る時間を削
減し、選考結果を迅速に出すという市民
サービスの向上と、これまで以上に公平公
正な入所選考を行うため、保育所等の入
所選考を行うＡＩを導入する。

実施中
調査・
検討

導入
準備

ＡＩシステムを導入してい
る市町からの聴取、開発
事業者からのシステムの
説明等から、導入の調
査・検討を行った。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

87 2-1-70
分散勤務ネッ
トワーク整備

重点
事業

情報政策課

新型コロナウイルス感染症拡大等による行
政サービスが停滞することを防ぐため、分
散執務場所として、まちづくりセンター等の
施設に無線ネットワーク環境を整備し、庁
内OA端末が利用できるようにする。

実施中
調査・
検討

運用・
実施

まちづくりセンター等ネッ
トワーク配線

A
現状維持
の方向

変更なし

88 2-1-71

森林地におけ
るドローンを用
いた写真測量
技術の導入

重点
事業

環境総務課

令和2年10月5日に成立した「富士市富士・
愛鷹山麓地域の森林機能の保全に関する
条例」が令和3年4月1日に施行する。この
条例では森林の伐採面積を正確に把握
し、事業者への指導等を行う必要があるこ
とから、ドローンを用いた写真測量システ
ムを導入する。
なお、土地対策課が土砂埋立条例に基づく
埋立土量を用いた事業者指導にも利用す
る。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

導入するドローン及び点
群作成ソフト等の情報収
集。

B
現状維持
の方向

変更なし

89 2-1-72
病院公営企業
会計システム
の運用

継続
事業

病院経営課

収入支払伝票等を作成し伝票管理・財務
諸表を作成する会計基本システム、企業
債償還情報の管理等を行う企業債システ
ム、固定資産台帳の管理を行う固定資産
システム、予算編成を行う予算編成システ
ムなどを備えた公営企業会計システムを継
続運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

会計システムを継続運用
し、財務諸表の作成を通
じ、経営成績及び財政状
況の把握を行った。伝票
類・企業債償還情報・予
算編成などの機能が、適
正に起動するように検
査・確認を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

90 2-1-73
勤怠管理シス
テム推進事業

推進
事業

病院総務課
自動打刻システムの導入による出退勤管
理及び各種データ活用による残業・自己研
鑽・休暇の管理

実施中
調査・
検討

運用・
実施

自動打刻システムの導
入開始（事務の一部と診
療部）

B
拡大・拡
充の方向

推進事業
⇒継続事
業

91 2-1-74
自治体システ
ム等標準化の
検討

重点
事業

情報政策課

自治体行政のデジタル化に向け、自治体
の情報システムや様式・帳票の標準化等
について、自治体、事業者及び国が協力し
て具体的な検討を行う。
本市は総務省の標準化検討委員会構成員
となっている。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

税務システム、選挙管理
システムの標準化検討

B
現状維持
の方向

変更なし
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92 2-1-75
預金貯金等照
会・回答業務
のデジタル化

推進
事業

財政部収納
課

行政機関から金融機関に対して行われる
預貯金等の照会は、大量かつ多様な書面
が残る業務である。行政機関と金融機関を
つなぎ、加入機関間で統一フォーマットの
電子データによる預貯金等照会行う

実施中
調査・
検討

調査・
検討

仕様の確認
テスト運用中
次年度予算要求済み

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

93 2-2-1
ICT-BCPの策
定

重点
事業

情報政策課

大規模災害の発生などにより、通常の業務
ができない状況となった場合に、一定の業
務を的確に行うことができるよう、情報シス
テム部門の業務継続計画を策定する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

職員へ周知及び指導、
訓練の実施、計画の見
直し及び改定

B
現状維持
の方向

変更なし

94 2-2-2
情報セキュリ
ティ対策の運
用

重点
事業

情報政策課

市民の個人情報など、重要な情報資産を
様々な脅威から守るため、不正アクセスや
マルウェアなどのセキュリティ対策を実施
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

セキュリティ対策装置の
運用及び管理、自治体セ
キュリティクラウドの利用

B
現状維持
の方向

変更なし

95 2-2-3
情報セキュリ
ティレベルの
向上

推進
事業

情報政策課

「富士市情報セキュリティポリシー」の遵守
状況を確認し、本市が保有する重要な情
報を漏洩等の脅威から守るために職員の
セキュリティレベルを向上する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

個別セキュリティ研修の
開催、セキュリティアン
ケートの実施外部監査の
実施、内部監査の実施、
不審メール訓練の実施

B
現状維持
の方向

変更なし

96 2-2-4

障害時におけ
る業務システ
ム利用可能環
境の構築

継続
事業

情報政策課

毎日データベースのバックアップを作成し、
データセンターとのネットワーク障害など、
各種障害発生時に、住民票・所得証明書な
どの発行や各種情報の参照を可能とする
予備システムを庁内にて稼動させる。ま
た、同システムを稼動できる端末の設置を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

業務継続計画に基づく住
民情報（税・保険含む）シ
ステムの緊急時環境の
整備及び訓練実施

B
現状維持
の方向

変更なし

97 2-2-5
セキュリティプ
リントの運用

継続
事業

情報政策課
無駄な印刷を削減すると同時に、印刷原稿
の取り忘れなどを防止し、情報漏えい事故
を削減する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

印刷ログの収集及び集
計、効率よい印刷方法の
周知

B
現状維持
の方向

変更なし

98 2-2-6
入退室管理シ
ステムの運用

継続
事業

情報政策課

本市が管理するサーバールームの入退室
について物理的セキュリティ対策を行うた
めに入退室管理システムを更新する。ま
た、監視カメラシステムとの連携を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

入退室ログの集計、不正
アクセス等の監視、監視
カメラ映像確認

A
現状維持
の方向

変更なし

99 2-2-7
戸籍副本デー
タ管理システ
ムの運用

継続
事業

市民課

全国の自治体独自の戸籍システムから法
務省より貸与された専用装置を介して遠隔
地にある戸籍副本データ管理センター内の
戸籍副本データ管理システムに戸籍副本
データをＬＧＷＡＮを通じて送信する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

法務局と連携して、同シ
ステムによる戸籍データ
の適正な管理を行なう。

B
現状維持
の方向

変更なし

100 3-1-1
オープンデー
タの提供・活
用

重点
事業

情報政策課
本市が保有する各種情報を公開し、二次
利用を促進する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新規に46件のデータを公
開した。また、CodeForふ
じのくにの「富士市感染
症対策サイト」と富士市
のオープンデータ（コロナ
関連新着ニュース一覧）
を連携した。

B
現状維持
の方向

変更なし

101 3-1-2
公衆無線LAN
環境のあり方
の検討

重点
事業

情報政策課
公共施設などへの公衆無線LAN環境のあ
り方について、検討する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

中央図書館に平成30年2
月に導入し、引き続き運
用を継続し、状況を定期
的に確認している

A
現状維持
の方向

変更なし

102 3-1-3
シティプロモー
ションの推進

重点
事業

シティプロ
モーション
課

シティプロモーション活動戦略であるブラン
ドプロジェクトの第一弾として取り組んでい
る「富士山と、」運動の専用ウェブサイトを
現在運用しているが、平成28年度には第
二弾となる「ブランドメッセージ」を策定する
ため、ブランドプロジェクト専用ウェブサイト
は、平成29年度から、「ブランドメッセージ」
も絡めたコンセプトに基づくウェブサイトに
拡充していく。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ブランドウェブサイトへの
誘導を図るために各種
SNSを活用した。

A
現状維持
の方向

変更なし

103 3-1-4
観光プロモー
ションの推進

重点
事業

富士山・観
光課

観光スポットや民間施設へのFree Wi-Fi導
入を促すとともに、観光看板や各種パンフ
レットなどに富士山観光交流ビューロー
ウェブサイトのＱＲコードを積極的に掲載
し、観光客が容易に観光情報を得られるた
めの環境を整備する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新規作成の観光パンフ
レット類にQRコードの掲
載を行った。また、富士
山登山ルート3776の利
便性向上のためARアプ
リを継続して運用してい
る。

B
現状維持
の方向

変更なし
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104 3-1-5
ビッグデータ
の提供・活用

推進
事業

情報政策課
ビッグデータについて分析手法、効果など
の研究を進める。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

基本的な研究、国の動向
の調査、活用事例の収
集を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

105 3-1-6
SNSの運用・
充実

推進
事業

シティプロ
モーション
課

SNSの特性を活かし、市民との双方向の交
流や市民同士の意見交流・情報共有を促
進する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

既存SNSを用いてコロナ
禍における情報発信に
取り組むとともに、ワクチ
ン接種事業をきっかけに
公式LINEのアカウントを
取得するなど発信に向け
た準備を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

106 3-1-7
動画等コンテ
ンツの充実

推進
事業

シティプロ
モーション
課

本市の情報を動画等を使って効果的に伝
える。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

他部署との連携を図り、
様々な動画を制作するこ
とでコンテンツを充実さ
せるとともに、ターゲット
に対し広告配信を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

107 3-1-8

TMO・商工団
体・中小商業
者等との情報
交流の支援

継続
事業

商業労政課

各団体や組織でそれぞれウェブサイトを所
有し、情報発信は行っていることから、行政
が統一的な情報ネットワークを構築するこ
とについては、必要はないと思われる。た
だし、各団体との情報共有を図ることや、
情報発信の効率化を高めることは必要で
あり、また行政の支援策の周知について
も、ウェブ上で積極的に行う必要がある。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

課のＦＢページ「富士市
まちなかにぎわい情報
局」により、中心市街地
活性化に関わる事業等
の包括的な情報発信・周
知等を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

108 3-1-9

労働・雇用情
報の積極的な
発信及びＩＣＴ
を活用した相
談業務

継続
事業

商業労政課

現状では、ハローワーク富士の求人情報
（毎週水曜日に更新）や、内職相談室の求
人情報、勤労者の
ための各種利子補給制度や、最低賃金改
正のお知らせ、年金相談・労働相談、富士
市就労総合支援
センターに関することなどの情報を発信し
ている。また、若年者向けのメールでの労
働相談を「若者の
ためのｷｬﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ室（fきゃる）」で実施し
ている。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ホームページの掲載情
報の精査、更新を行っ
た。
各相談機関との情報交
換、連携を目的とした会
合の定期的な実施した。

A
現状維持
の方向

変更なし

109 3-1-10
産業交流展示
場の有効活用

継続
事業

商業労政課

富士市産業交流展示場ふじさんめっせは、
平成２０年から本市の産業交流を目的と
し、市委託事業及び自主事業の実施、指
定管理者による施設の管理運営などが行
われている。平成３０年４月から第３期の指
定管理期間（５年間）がスタートする。引き
続き、携帯メールマガジンやツイッターなど
の新たなコミュニケーション・サービスを導
入するなど、ＩＣＴを活用した情報発信につ
いて検討していく。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

イベント情報についてふ
じさんめっせや市のウェ
ブサイト、ＳＮＳで情報発
信した。

B
現状維持
の方向

変更なし

110 3-1-11
産業支援セン
ターの有効活
用

継続
事業

産業政策課

市内外の企業などから注目されている産
業支援センター（f-Biz）のウェブサイトなど
において、中小企業支援情報や創業支援
情報などの提供を行う。

実施中
運用・
実施

調査・
検討

６月末まで、産業支援セ
ンターのウェブサイト等を
通じて、中小企業や創業
を目指す人などに支援情
報の提供を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

111 3-1-12

官民データ活
用推進基本法
に関する事項
の情報化計画
への反映

重点
事業

情報政策課
官民データ活用推進基本法に基づき、本
市の官民データ活用の推進に関する事項
を情報化計画へ反映する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

第三次富士市情報化計
画を官民データ活用推進
基本計画として公表済
み。官民データ活用推進
計画に関する事項を、第
三次富士市情報化計画
に盛り込み済み。

B
現状維持
の方向

変更なし

112 3-1-13
デジタルマー
ケティング推
進事業

推進
事業

情報政策課

インターネットを活用して、消費者の属性を
分析することで、情報を届けたい対象に向
け、最適なタイミング、頻度、手法で届けら
れるよう情報の発信、データ分析を行う。

実施中
導入
準備

運用・
実施

動画制作、広告配信、認
知度調査（事前）、コンサ
ル業務
コロナ禍により認知度調
査（事後）、分析等は次
年度へ繰越し

B
現状維持
の方向

変更なし
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113 3-2-1
最適な情報提
供手段の見直
し

重点
事業

シティプロ
モーション
課

ウェブサイト、メールサービス、SNS、ス
マートフォンアプリ、コミュニティFM放送、
コールセンター、ケーブルテレビ、防災行
政無線など市民に情報提供している手段
について、その役割・性質、対象者に応じ
た仕組みの見直しを随時実施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新型コロナウイルス感染
拡大を受け、複数のメ
ディアを通じて情報発信
を行った。ワクチン接種
に向けLINE公式アカウン
トを取得した。

A
現状維持
の方向

変更なし

114 3-2-2
ふじタウンマッ
プの運用

推進
事業

情報政策課

インターネットを利用した地図上で、施設の
情報、防災情報、都市計画情報、バリアフ
リー情報、食育情報・基準点情報・認定路
線網図を掲載し広く公開を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

河川網図マップが追加さ
れた。また、マッピンド
ロップ（無料でオリジナル
の地図が作成できるサイ
ト）と連携した。

B
現状維持
の方向

変更なし

115 3-2-3
文化財データ
の情報公開

推進
事業

文化振興課

市内の文化財（埋蔵文化財を含む）に関す
る情報をデータベースにて一括管理し、ふ
じタウンマップに導入して市民に情報公開
する。平成29から31年度上期登録データ
の精査、平成31年度下期から導入準備を
行う。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

データー移行手法等の
検討

C
現状維持
の方向

変更なし

116 3-2-4

食育応援団
マップによる食
育の情報提供
の拡充

推進
事業

保健医療課

地元の食材を販売・使用している店舗や食
育体験活動などに取り組んでいる事業所・
団体などをマップ形式で市民などに対し情
報提供する。ふじタウンマップで市民に情
報公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

継続してシステムの運用
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

117 3-2-5

都市計画情報
マップによる都
市計画に関す
る情報の提供

推進
事業

都市計画課

都市計画に関する情報をインターネット上
で公開し、様々な都市計画情報を視覚的
にわかりやすく表示するとともに、計画図、
地形図として印刷できるサービスを提供す
る。ふじタウンマップで市民に情報公開す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

都市計画の決定・変更に
伴い、掲載内容を正確か
つ速やかに更新した。

B
現状維持
の方向

変更なし

118 3-2-6
バリアフリー
マップの拡充

推進
事業

障害福祉課

公共・民間施設のバリアフリーに関する情
報を公募し、障害者団体による現況確認を
行った上、市ウェブサイトで公開。ふじタウ
ンマップで市民に情報公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

令和2年度は新規応募な
し。

A
現状維持
の方向

変更なし

119 3-2-7

基準点・認定
路線マップに
よる街区基準
点及び認定路
線情報の提供

推進
事業

建設総務課

街区基準点及び認定路線に関する情報を
インターネット上で公開し、街区基準点の
位置及び幅員などの道路情報を視覚的に
分かりやすく表示するとともに、街区基準
点図、道路台帳図として印刷できるサービ
スを提供する。ふじタウンマップで市民に情
報公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

道路事業による認定路
線に対する更新情報の
掲載内容を正確かつ速
やかに実施。

B
現状維持
の方向

変更なし

120 3-2-8
バスロケーショ
ンシステムの
推進

推進
事業

都市計画課

市内の主要交通結節点5か所（新富士駅・
富士駅・中央病院前・市役所前・吉原中央
駅）へバスの運行情報表示器を設置すると
ともに、その他のバス停も含めネットや現
地においてスマートフォンなどにより簡易的
な情報が検索できるシステムの構築を推
進する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

富士急静岡バスが実施
するバスロケーションシ
ステムの導入に対し、補
助金を交付した。

A
現状維持
の方向

変更なし

121 3-2-9
市ウェブサイト
のアクセシビリ
ティの確保

推進
事業

シティプロ
モーション
課

障害者や高齢者などにも使いやすい、便
利で役立つサイトであるよう運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

マニュアルに基づき、各
課の作成ページを審査
するとともに、総務省の
基準に基づき取組内容を
ウェブサイトで公表した。

B
現状維持
の方向

変更なし

122 3-2-10
技能者の育成
に関する情報
の発信

推進
事業

商業労政課

現状では、ふじマイスター「匠人」の事業内
容やマイスター自身の情報を発信してい
る。今後は、マイスターの人材登録リストを
作成し、インターネット上で情報発信を行
う。平成31年度下期人材登録リストの内容
検討、平成32年度人材登録リストの作成。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

該当者がいなかったた
め、認定しなかったが、
募集等について情報を
更新した。

B
現状維持
の方向

変更なし

123 3-2-11
ハザードマップ
の電子化

継続
事業

防災危機管
理課

ハザードマップを電子化し、市ウェブサイト
に公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

今年度は更新内容はな
し。

A
現状維持
の方向

継続事業
⇒推進事
業

124 3-2-12

コンテンツマネ
ジメントシステ
ムの評価・改
善

継続
事業

シティプロ
モーション
課

平成26年度に導入したコンテンツマネジメ
ントシステムの評価を行い、改善につなげ
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

コロナ禍における迅速な
情報発信に心掛けるとと
もに、トップページの文言
変更など所要の修正を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

125 3-2-13
スポーツイベ
ントの情報提
供

継続
事業

スポーツ振
興課

スポーツ施設の予約状況やスポーツ関連
イベント・大会などの開催情報を市ウェブサ
イトを活用し情報提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

webサイトへスポーツ関
連イベント等の情報を掲
載した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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126 3-2-14
富士市立博物
館収蔵品デー
タの情報公開

継続
事業

博物館
富士市立博物館収蔵品に関する情報を
データベースにて一括管理し、インターネッ
ト上で一部を市民に情報公開している。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

前年度までに整理が完
了した未入力データを追
記し更新する。

A
現状維持
の方向

変更なし

127 3-2-15
富士市自然環
境マップの活
用

継続
事業

環境保全課

生き物の市内の生息分布を調査する環境
学習などに利用してもらうため、富士市自
然環境マップの普及啓発を図る。富士市自
然環境マップを活用し、これからの富士市
における生物多様性のあり方を方向付け
る、富士市版生物多様性地域戦略の策定
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

生き物の市内の生息分
布を調査する環境学習
等に利用してもらうため、
富士市自然環境マップの
普及啓発を図った。

B
現状維持
の方向

変更なし

128 3-2-16
会議録検索シ
ステムの運用

継続
事業

議会事務局

本会議、常任委員会、特別委員会の会議
録の閲覧、検索システムを運用する。
（平成１３年１０月から庁内イントラネットに
て運用開始、平成１５年６月からインター
ネットで公開。）

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを拡大した令和
元年度と同様の形で、会
議録の閲覧、検索システ
ムを適切に運用した。

A
現状維持
の方向

変更なし

129 3-2-17
土地利用情報
の提供

推進
事業

都市計画課
未利用地の現況や所有者の意向を調査
し、結果をウェブサイトに公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

昨年度に引き続き、低・
未利用地情報をウェブサ
イトに公開した。

B
現状維持
の方向

変更なし

130 3-2-18
本会議生中
継・録画配信
の運用

推進
事業

議会事務局

本会議の生中継・録画配信を行う。（令和
元年９月より、庁内システムを使った配信
から、民間事業者が管理するクラウド上で
の配信に変更。）

実施中
運用・
実施

運用・
実施

本会議の生中継・録画配
信をスマートフォン等、
様々なデバイスから閲覧
できるように行った。

B
現状維持
の方向

推進事業
⇒継続事
業

131 3-2-19
「やさしい日本
語」支援ツー
ル導入

重点
事業

多文化・男
女共同参画
課

市ウェブサイトを「やさしい日本語」に変換
するツールを導入することにより、市から発
信される情報を素早く的確に外国人市民へ
も伝えることができるようにする。

実施中
運用・
実施

導入
準備

・ツール導入の検討、準
備

B
現状維持
の方向

変更なし

132 3-2-20

土地区画整理
事業完了地区
の座標値発行
業務

推進
事業

市街地整備
課

国土調査法１９条５項の指定を受けた土地
区画整理事業完了地区の測量成果（座標
値）の電子化を図り、地籍管理システム（地
籍フォーマット2000）で閲覧希望者に必要
な箇所の座標データを発行する。

実施中
調査・
検討

導入
準備

土地区画整理事業４地
区の座標値を地籍フォー
マット２０００へのデータ
変換完了

B
現状維持
の方向

変更なし

133 3-2-21
混雑確認シス
テム

重点
事業

行政経営
課、シティプ
ロモーショ
ン課、情報
政策課、市
民課、こど
も未来課

令和2年8月5日に新型コロナウイルス感染
症の拡大を防止することを主な目的とした
連携協定を株式会社ロコガイドと締結し
た。これにより同社から「混雑ランプ」の提
供を受けて、公共施設等の混雑状況を市
民に発信するもの。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

市民課、地域子育て支援
センター等14か所に混雑
ランプを導入した。

B
現状維持
の方向

変更なし

134 4-1-1
富士市災害情
報共有システ
ムの構築

継続
事業

防災危機管
理課

平成25年の災害対策基本法の改正に伴
い、災害時には市の判断で被災者台帳を
作成することが規定された。
災害発生後、速やかに被害状況や安否確
認、要配慮者の状況把握などを一元的に
集約・管理できるシステムを計画的に構築
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

維持・管理を実施した C
現状維持
の方向

継続事業
⇒推進事
業

135 4-1-2
富士市結婚相
談・縁結び支
援事業

重点
事業

こども未来
課

本市の少子化対策の一環として、未婚者
に対する結婚支援に関する取組（ふじマ
リッジサポート）を展開するに当たり、結婚
相談・縁結び（マッチング）支援の事業化を
目指す。
具体的には、現在、社会福祉協議会で行っ
ている「結婚相談　ハッピネスＦｕｊｉ」事業の
社会資源の有効活用を基盤として、結婚相
談情報のデータベース化や本市独自の
マッチング支援システムの構築について検
討を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム機能を一部改善
した。

A
現状維持
の方向

変更なし

136 4-1-4

健診・医療・介
護等のデータ
を活用した関
連計画の推進

継続
事業

国保年金課

平成26年度から住民健康管理システムに
よるデータ管理に加え、現在は国保データ
ベースシステムと静岡県国保医療費分析
システムにより、健診・医療・介護等のデー
タを突合して、多様な観点から、分析が容
易にできる環境が整備されてきている。
今後は、データベースを共有し、各課で策
定する事業計画のPDCAのサイクルの考え
方による事業展開や日々の業務に相互活
用していくことが求められている。
平成29年度に、次期の、「富士市国民健康
保険保健事業実施計画（データヘルス計
画）」を策定する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

第2期データヘルス計画
中間評価の実施
各保健事業の進捗管理・
対象者抽出

A
現状維持
の方向

変更なし
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137 4-1-5
福祉総合情報
システムの運
用

推進
事業

福祉総務課

高齢者・障害者・児童などに関する福祉業
務の事務処理を総合的にシステム運用す
る。平成29年度上期契約手法の変更、平
成32年度上期次期システムの検討。

中止

組織・体
制・ルール
上の制約
があった

中止 中止
共同電算システムに完
全移行

C
終了（継
続しない）

変更なし

138 4-1-7
母子家庭等入
学祝金事業

継続
事業

こども家庭
課

母子家庭等の児童・生徒が小学校又は中
学校に入学するにあたり、入学祝金を支給
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

共同電算ツールを使用
せず福祉総合システムで
業務運用を継続した。

B
現状維持
の方向

変更なし

139 4-1-9

介護保険指定
事業者等管理
システムの運
用

継続
事業

介護保険課

市が指定権者となる地域密着型サービス
事業者の事業者情報や介護給付費算定に
係る加算などの情報を管理する。
毎月更新された情報を県へ送付し、介護給
付費の審査・支払事務を行う国民健康保
険団体連合会（国保連）と連携を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムがクラウド化さ
れたため指定情報や変
更があった情報を速やか
にシステムに反映できる
ようになった。

B
現状維持
の方向

変更なし

140 4-1-10
徘徊高齢者探
索システムの
運用

継続
事業

高齢者支援
課

在宅で徘徊の見られる認知症高齢者にＧＰ
Ｓ機能付の機器を持たせることにより認知
症による行方不明高齢者を早期発見し、安
全を確保する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ふじパワフル８５計画Ⅴ
（H30～32）において、認
知症施策の一つに位置
付けている。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

141 4-1-11
公害病補償管
理システムの
運用

継続
事業

保健医療課 公害病補償管理システムの運用 実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを運用して公害
病補償業務を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

142 4-1-12
特定疾患給付
システムの運
用

継続
事業

保健医療課 特定疾患給付システムの運用 実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを運用して特定
疾患給付業務を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

143 4-1-13
学籍簿管理シ
ステムの運用

継続
事業

学務課

(1)学齢児童生徒の学籍簿の管理
(2)要保護・準要保護児童生徒就学援助
費、特別支援教育就学奨励費の認定支給
に係る管理システム

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの継続運用 B
現状維持
の方向

変更なし

144 4-1-14
畜犬管理シス
テムの運用

継続
事業

環境総務課
法令に基づき飼い犬を管理することで飼い
主責任の徹底を図る

実施中
運用・
実施

運用・
実施

畜犬システム及びPC
更新

B
現状維持
の方向

変更なし

145 4-1-15
災害時要援護
者名簿作成シ
ステムの運用

継続
事業

福祉総務課
災害時に支援が必要となる人のシステム
一元管理

実施中
運用・
実施

運用・
実施

データ整備、情報提供
（地区まちづくりセン
ター、町内会、民生委員
児童委員）

A
現状維持
の方向

変更なし

146 4-1-16
保健総合情報
システムの運
用

継続
事業

健康政策課
検(健)診や予防接種履歴の確認、講座の
申込み状況と結果の管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新型コロナウイルスによ
り変更になった受診期間
と予約制への変更と併せ
て結核・肺がん検診の対
象者への勧奨を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

147 4-1-17
消防指令セン
ターの共同運
用

継続
事業

情報指令課
富士宮市との二市による指令業務の共同
運用

実施中
運用・
実施

運用・
実施

指令センターを維持、運
用した。

B
現状維持
の方向

変更なし

148 4-1-18
指令施設の運
用

継続
事業

情報指令課

１１９番の受信から地図検索、車両の編
成、出動指令を行うとともに指令情報及び
支援情報の情報管理（支援情報システム）
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの一部更新を実
施し、指令施設の維持管
理を行った。車両動態管
理装置（AVM)端末は更
新せず、リース延長をし
た。

C
現状維持
の方向

変更なし

149 4-1-19
支援情報シス
テムの拡張

継続
事業

情報指令課
消防組織の広域化に対応した支援情報シ
ステムの拡張を図る。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

消防組織の広域化に対
応するため、調査･検討
を行なった。

B
現状維持
の方向

変更なし

150 4-1-20
学校等防犯関
連システムの
運用

継続
事業

教育総務課

不審者などの危険情報連絡や気象警報発
令時の自宅待機連絡などの学校からの緊
急連絡に対応するため、子ども安全連絡
網を整備する。保護者（受信者）が携帯
メール・ＦＡＸ・電話のいずれかを予め登録
しておき、学校からの連絡を受信するシス
テムを運用する。（平成２２年度導入）

実施中
運用・
実施

運用・
実施

テスト配信により保護者
（受信者）の登録状況を
確認し、適切な情報を迅
速かつ確実に保護者に
届けた。

B
現状維持
の方向

変更なし

151 4-1-21
河川監視シス
テムの運用

継続
事業

河川課

主要水門などの運転状態及び上流水位・
下流水位など、計測情報データをテレメー
タ化、並びにライブカメラを設置することに
より、市庁舎の水門中央操作盤にて水門・
ポンプ場・調整池の遠方制御を行い河川の
状況を遠方監視する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム機器の更新 B
現状維持
の方向

変更なし

152 4-1-22

地域包括支援
センター支援
システムの運
用

継続
事業

高齢者支援
課

地域包括支援センターと市をネットワーク
化し、センター間及び市福祉保健部門との
情報連携を図ることにより、地域の高齢者
が介護保険など公的サービスのみならず、
インフォーマルなサービスを含む多様な社
会資源を適時適切に活用できるように支援
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

H31年2月に契約したシ
ステムの継続

B
現状維持
の方向

変更なし
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153 4-1-23
児童家庭相談
管理システム
の導入

継続
事業

こども家庭
課

児童家庭相談システムを導入する。 実施中
導入
準備

運用・
実施

業者選定、システム導
入、データ移行を行い、
R2.10よりシステムが稼
働し運用している。

B
現状維持
の方向

変更なし

154 4-1-24
JPQR普及事
業

推進
事業

商業労政課
富士市が活動補助金を出している富士市
商業振興協議会の事業において、市内の
店舗等にJPQRの普及を行う。

実施中
調査・
検討

運用・
実施

JPQRのチラシを商店街
に配布。

A
縮小・縮
減の方向

変更なし

155 4-1-25
コワーキング
スペース整備
の補助金活用

重点
事業

産業政策課

コワーキングスペース、シェアオフィス、サ
テライトオフィス、インキュベート施設といっ
た場、スタートアップ、フリーランス、テレ
ワーク、インサイドセールス、ＢＣＰ、多拠点
生活といった概念等、近年の情報通信の
技術の発展により新たなオフィス形態及び
働き方が広がってきたことに鑑み、補助制
度を創設し本市内におけるコワーキングス
ペース等の整備を促進する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

本年度中にコワーキング
スペース等を整備する２
者に対し補助金を交付し
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

156 4-1-26
テレワーク推
進ロードマップ
作成

重点
事業

産業政策課

⑴　実態調査等
　テレワークに関する統計・白書等の調査・
分析、市内のテレワークの状況に詳しい有
識者等からのヒアリング　など
⑵　市民及び市内企業へのアンケート調査
の整理・分析
　市が別途実施する市内企業等へのアン
ケート結果をもとに、富士市におけるテレ
ワークの導入ニーズや課題の整理・分析
⑶　テレワークによる関係人口創出の可能
性調査
　東京圏で働く方々を対象として、富士市
のワーケーションのニーズやサテライトオ
フィスのニーズ等の調査
⑷　富士市テレワーク推進ロードマップの
作成
⑸　ロードマップの製本

完了
調査・
検討

運用・
実施

９月補正成立後にロード
マップ作成に着手してお
り、年度内に完成した。

A
終了（継
続しない）

変更なし

157 4-1-27
保育園等ICT
化事業

推進
事業

保育幼稚園
課

公立保育園等の利用者自身が行う登降園
時刻や園児の体温の記入などの毎日の保
護者作業の負担軽減と、職員の出退勤管
理を効率的に行うため、保育ＩＣＴシステム
を導入する。
併せて、私立保育園等の運営費や補助金
請求に係る事務の簡素化を図るため、オン
ライン上で月々の運営費や補助金が計算
できる給付費等計算システムを導入する。

実施中
調査・
検討

導入
準備

1月に委託契約を締結、
試験導入している蓼原保
育園にて2月に見学会、3
月には事業者による説
明会を実施、専用機器を
3月末までに全園に設
置。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

158 4-1-28
公共交通（自
動運転、モビリ
ティ）

推進
事業

都市計画課
自動運転などの交通分野に関するＡＩ等の
先端技術について調査・研究を行う。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

Maasや自動運転といっ
た最新技術に関する調
査・研究を実施した

B
現状維持
の方向

変更なし

159 4-1-29
地区役員情報
機器購入事業

重点
事業

まちづくり課

今後、コロナ禍の新しい生活様式の下、地
区役員の皆様が集まる会議を減らし、タブ
レットを使用した情報共有を図っていく。
地区役員へ貸与するタブレットを購入し、
情報共有に活用。併せて地区まちづくりセ
ンターにも配備し情報機器のテザリング機
能によるオンデマンド型のＷｉＦｉサービスで
講座や災害時のインターネット接続サービ
スを提供する。

実施中
調査・
検討

導入
準備

・情報機器の導入環境の
検討
・地区役員へのＳＮＳ利
用状況調査

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

160 4-1-30
地方創生にお
けるeスポーツ
の活用

推進
事業

情報政策課

ｅスポーツのイベントを開催し、多くの若者
を開催地に集め、賑わいを創出する。高齢
者も若者と同じ条件で競い合え、生涯、楽
しむことができる。
ｅスポーツ競技のオンライン中継を実施し
多くの人に視聴してもらう。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

e-sports関連企業（NTT
東など）との打合せ

B
現状維持
の方向

変更なし

161 4-1-32
次世代高速通
信5Gの活用

重点
事業

情報政策課
５Ｇなどの次世代高速通信活用に関して、
調査・研究を行い、本市における活用方法
を検討する。

実施中
調査・
検討

富士総合運動公園周辺
でのローカル５Ｇの活用
について、民間事業者、
国のコンサルを交えて検
討を行った

B
現状維持
の方向

変更なし

162 4-1-33

認知症高齢者
保護情報共有
システムの運
用

重点
事業

高齢者支援
課

事前登録した情報を照会できる個別番号
及び二次元バーコードを記載したシールを
徘徊高齢者等に配布し、身に付けてもらう
ことで、行方不明になった際に二次元バー
コードを読み取った発見者との間でイン
ターネット接続環境下において通信し、徘
徊高齢者等の早期の保護に努める。

実施中
導入
準備

運用・
実施

Ｒ3.2.1より運用開始。各
関係機関への事業の周
知、協力依頼を実施し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし
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163 4-2-1
面的評価支援
システムの活
用

継続
事業

環境保全課
自動車騒音の騒音測定などを実施し、環
境基準の達成状況を把握する。

実施中
調査・
検討

運用・
実施

対象路線９路線９測定点
の騒音測定等を実施し、
環境基準の達成状況を
把握した。

A
現状維持
の方向

変更なし

164 4-2-2
大気汚染監視
システムの活
用

継続
事業

環境保全課
大気汚染の状況をテレメータ室で常時監視
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

大気汚染の状況を常時
監視し、環境基準の達成
状況を把握した。

B
現状維持
の方向

変更なし

165 4-3-1
児童生徒への
ＩＣＴによる学
習支援

継続
事業

学校教育課
小中学校の教育用情報機器などの整備及
び、普通教室や特別教室、パソコン室など
無線ＬＡＮの整備

実施中
運用・
実施

運用・
実施

整備された機器の活用
に慣れてきたため、機器
の活用率の大幅な向上
が見られた。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

166 4-3-2 校務のＩＣＴ化
継続
事業

学校教育課

校務支援ソフトを整備し、小中学校教職員
一人に１台校務用パソコンを配備する。ま
た、職員室や印刷室の無線LANを整備す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ＩＣＴ活用をはじめ、校務
の効率化につながる有
益な情報を、共有フォル
ダを介して広めることが
できた。

A
現状維持
の方向

変更なし

167 4-3-3
情報教育支援
員の配置

継続
事業

学校教育課
市内小中学校に、情報教育指導を支援す
る支援員やサポート員を配置する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

授業支援及び校務ソフト
の操作支援だけでなく、
ＧＩＧＡスクール構想の実
現に向けた各種研修会
を実施した。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

168 4-3-4
ＩＴ講習会の充
実

継続
事業

社会教育課

地区まちづくりセンターにおいて、パソコン
講座やタブレット型端末などの情報端末を
用いたＩＴ関連講座を開設する。
また、地区課題、ニーズ等を把握しながら
講座を企画することで、講座内容の充実を
図る。

実施中
未実
施

運用・
実施

地区まちづくりセンターで
情報関連講座を実施し
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

169 4-3-5
図書館のＩＣＴ
化

継続
事業

中央図書館

インターネットを利用した、資料検索・予約
のオンラインシステム及び電子資料などの
コンテンツをより一層充実させ、市民がい
つでも容易に図書館資料を利用できるサー
ビスを提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

電子資料の作成・公開を
行った。電子資料作成
数：107点。
インターネットを利用した
予約件数：101,089件
（R3.2.28末現在）

B
現状維持
の方向

変更なし

170 4-3-6
GIGAスクール
構想の推進

重点
事業

学校教育課
小中学校における高速大容量のネットワー
ク環境を構築するとともに、児童生徒一人
一台端末の整備をする。

実施中
導入
準備

運用・
実施

市内小中学校の校内
ネットワーク増強と、児童
生徒一人一台端末の整
備が完了した。

B
現状維持
の方向

変更なし

171 4-3-7
学校図書館シ
ステム

継続
事業

学校教育課
小中学校の学校図書システムによ図書の
貸出・返却業務、蔵書管理、学校間のシス
テムによる連携

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・図書の貸出・返却業務
・蔵書管理
・学校間のシステム連携

A
現状維持
の方向

変更なし

172 4-3-8

学生へのデジ
タル技術を活
用した学修支
援

重点
事業

看護専門学
校

デジタル技術を活用した高度な教育が提
供できる環境の整備

実施中
運用・
実施

運用・
実施

Ｃ－ラーニング、ナーシン
グチャンネル等ＩＣＴを活
用した学修支援

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

173 4-3-9
富士市ITサ
ポーター推進
事業

推進
事業

情報政策課

富士市ITサポーターという制度を設け、動
画コンテンツ等の再利用性が高いものを教
材として作成し、一定の研修を修了した市
民をサポーターと認定する。サポーターの
担い手は、既存のコミュニティに所属してい
る比較的ITに慣れている高齢者とする。サ
ポーターは、相談会等のイベントの実施
や、コミュニティ内の継続的な相談役を担っ
てもらう。

実施中
未実
施

導入
準備

他市の事例研究や、協
議会の設立準備

B
現状維持
の方向

推進事業
⇒重点事
業

174 4-3-10
富士市立高等
学校校内ＬＡＮ
整備事業

重点
事業

富士市立高
等学校

ＩＣＴ機器を活用した教育を推進するための
国のＧＩＧＡスクール構想における高等学校
の整備目標を達成させるために、学習活動
で使用する教室等に高速・大容量通信に
対応できるＬＡＮ環境を整備する。

実施中
調査・
検討

調査・
検討

校内調整でLAN環境必
要箇所の絞り込み。参考
見積の徴収。3年度予算
要求→見送り。

B
現状維持
の方向

変更なし

175 4-3-11

富士市立高等
学校遠隔・オ
ンライン教育
推進事業

重点
事業

富士市立高
等学校

感染症等による学校の休業時におけるオ
ンライン学習を進めるために、パソコンやス
マホなどを持たない生徒やＷｉ-Ｆｉ環境がな
い生徒の学習保障として貸出用パソコンを
整備する。また、国内の遠隔地や海外とオ
ンラインでつながる教育活動を展開するた
めに、オンライン教育に必要なハードやソフ
トを整備する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

学校保健特別対策事業
費補助金で端末7台購
入。国3次補正を活用し
て端末52台、通信機器
52台購入を予算化2,860
千円

B
現状維持
の方向

変更なし


